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はじめに
　日本は、平均寿命 80 歳をはるかに上回る長寿社会であり、世界の諸国が経験していない
歴史上最高値の超高齢社会に突入し、介護保険制度で認定された要介護高齢者数が急激に増
加し高齢者の介護問題は一層、国家的課題になっている。そのうち、寝たきりや認知症高齢
者（約 400 万人）などの増加の予防策が優先的、緊急課題である。
　一般的に高齢期になると「閉じこもり」→寝たきり→認知症へ進行するといわれている。
その予防には、「家族や社会とつながり」がとても良く、いわば「社会的孤立の解消」が効
果と考えられる。その一つが「ふれあいサロン」の取り組みであると考えている。
　また、グロバール社会への一層の進展に伴い、2014（平成 26）年末の公式発表の在留外
国人統計 1）を概観してみると、日本で生活している在留外国人数は、206 万 6445 人、前年
末に比べ 3 万 2789 人（1.6％）増加している。このことから日本は既に「多民族・多文化
社会」に入っている。
　とりわけ、その外国人生活者の中で、韓国・朝鮮人 51 万 9740 人で、全外国人に占める割
合 25.2％は日本社会の構成員として生活している。
　研究の対象であるA地域の総人口の約 20％が「在日コリアン」という高い集住率を示し
ていると同時に、「在日コリアン高齢者」人口は、少なくとも約1万人（公式統計上約6700人）
が存在しているというのが私の独自的な推算である。
　現実的な問題は、日本国民の高齢者は 8割が年金受給者であり、逆に、在日コリアン高齢
者の 8割以上が「制度的排除による無年金」状態、低所得で窮乏な老年生活を余儀なくされ
ている。それがため、現行の介護保険制度下での保険料やサービス利用料の支払いも負担と
感じている。
　あえて介護関連サービスを利用するにしても、文化・習慣・識字・言語などの差異から、
手続きをはじめ利用システムなどの適応困難が生じて「地域的・社会的孤立」現象が生じて
いる。この現象を一見、地方自治体も認識しているにもかかわらず、さしたる改善の策をと
らず、長期化・固定化のままになっている。
（研究ノート）
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　本稿では、前述した状況や現象などの背景を踏まえ、自ら開設し運営中の在日コリアン高
齢者の「ふれあいサロン」の事例から、運営者側経験や参加者の意識などを分析し、その効
用・課題をあきらかにするとともに、地域の取り組みの実態を検討・考察し、「多文化共生
社会」の実現に向けた提案をしようと考えている。具体的な研究の背景・目的・方法などは
次のとおりである。
1．研究の背景
1）個人的背景と「ふれあいサロン」の開設動機
　私は以前、大阪のA地域のデイサービス（通所介護）利用者を対象として質問紙調査を
行ったことがあった。その際に数名の「在日コリアン高齢者」からサービス利用に関わる不
満足を表す「自分は来たくないのに家族が無理やりに……」、「家で作った自分の料理の方が
……」、「ここは楽しいことがない」、「自由もない、（時間）決められているので……」（済州
島の方言で対話）など、嘆く言葉を聴いて、戸惑いとショックを受けた。
　そこで、宗教者が本職である私は、寺院の空間活用と、社会福祉の研究者としての実践の
感覚で、済州島の方言での意思疎通ができる近隣の済州島出身の高齢者何人かに声をかけ、
十分な事前準備もないまま始めたのが「ふれあいサロン」である。自由で気軽に通えること
や、食事の習慣・言葉に共通性を活かした交流場作りを目標にし、2011 年 4 月から毎週土
曜日に「ふれあいサロン」を開き、2016 年 10 月現在まで 5年半の経験を得ている。
2）国・地域の社会的背景
①　地域における「在日コリアン」の人口
　研究対象のA地域には、2014（平成 26）年度末現在 2 万 5768 人の在日コリアンが集住
しており、区民の 5人に 1人以上を占めている。この人数は、10 年前（1995（平成 7）年）
の在日コリアン人数 3万 8404 人から 1万 2636 人が減り、大幅に減った特異な現象が見てと
れる。その理由としては、死亡などの人口の自然減少ではなく、帰化や婚姻などによる国籍
の変動が主な要因と推察される。
　A地域の高齢化率が 26％であり、そのうち在日高齢者数は、約 6700 人となっているが、
そこに帰化者数が約 3000 人（帰化者が現人口の 33％からの推算）を追加してみると、少な
くとも 1万人の在日コリアン高齢者が生活しているという現状がある。
②　政府、総務省「多文化共生推進プラン」
　外国人住民の増加や自治体、経済界などの要望を受け、2006 年 3 月には『多文化共生推
進プラン』2）を発表→ 2008 年全国の自治体が当該プランを策定（または、既存のプランをも
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って代替）→ 2009 年 1 月内閣府に定住外国人施策推進室が置かれ、担当大臣も設置された。
更に鳩山内閣発足後の 2009 年 10 月、原口総務大臣は「多文化共生推進法」制定を検討して
いることを明らかにするなど、政府による法体制の整備に期待が高まっていたが実現までに
は至っていないままになっている。
③　A地域アクションプラン
　2000年、国の「社会福祉基礎構造改革」の関係法の改正に伴い、市町村が「地域福祉計画」
を策定する規程により、大阪市は 2004 年 3 月「大阪市地域福祉計画」を策定、大阪市社会
福祉協議会では「大阪市地域福祉活動計画」を策定した。
　前記の二つの計画を推進するとして、たどえば同年 4月、区レベルの『生野区地域福祉ア
クションプラン』3）を策定するようになったり、その後の推進過程や活動が注目されている。
2．研究目的
　前述した人口、個人的背景と国・地域の施策の背景から、在日コリアン高齢者を取り巻く
状況とその行動計画の推進状況を検討しつつ、運営中の「ふれあいサロン」の事例を取り上
げ論じることで、具体的には次の通りである。
　第一に、社会的孤立に対する実践の一つである本来の「ふれあいサロン」にまつわる概要
と活動の内容を明確にするとともに、運営中の「ふれあいサロン」が地域においてどのよう
な役割・意義を持っているかを、その実践（運営）者と参加者の両視点で検討し、有効性・
特殊性・課題などを明らかにすることである。
　第二には、「在日コリアン」の地域社会参加や福祉・介護サービス利用に関する現状から、
文化的背景を考慮した気軽に参加できる集い、居場所づくりや介護サービスのプログラムを
考案することにある。
　第三には、地域の「多文化共生社会」実現のための国や地域の政策推進過程や現状を把握
するとともに、問題の所在を明確にする。
3．研究方法
　高齢者の社会的孤立に対する施策に関連する事例や動向を文献調査で明らかにするととも
に、地域の実践情報を収集した上で考察する。
　また、運営中の「ふれあいサロン」の参加者を対象者として、質問紙によるインタビュー
調査を行い分析・考察する。
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　最後に、グロバール社会、多民族・多文化共生社会の進展に伴い、在留外国人に対する現
在と将来の社会保障や福祉的課題の検討をはじめ、「在日コリアン高齢者」の疎外・孤立予防・
社会参加を促すために文化や習慣などが尊重される民間レベルの「集い場所づくり」に対す
る評価や課題を考察する。
4．研究の倫理的配慮
　1）資料の管理：インタビューや質問紙調査で得られた資料は、調査者が責任をもって厳
重に管理し、公開においても匿名化などで個人が特定できないように注意する。調査への協
力の同意は本人の自由な意思によるものであり、不利益になるようなことはしない。
　2）個人情報の保護：インタビューで得られた個人情報は、学会や学術雑誌における研究
結果の公表においても個人情報の守秘に細心の注意を払い、対象者の名前や身元など個人が
特定できないように努める。
第 1節　「ふれあいサロン」についての概観
　日本の各地域で、「ふれあいサロン」と呼ばれる活動が展開されている。2009（平成 21）
年調査 4）をみると 52,633 ヶ所に上っている。その内、高齢者を対象にしているのは 43,714
ヶ所で約 8割を超えており、高齢者の社会的孤立に対する活動としてなされていると考えら
れる。
　その「ふれあいサロン」活動の定義と発想の背景や内容について文献を通して概観する。
1．「ふれあいサロン」の定義
　収集した文献によれば、次のような二つの定義が存在する。
1） 全国社会福祉協議会（以下、全社協）の定義：「『ふれあい・いきいきサロン』とは、地
域を拠点に、住民である当事者とボランティアとが協同で企画し、内容を決め、共に運営
していく楽しい仲間づくりの活動をいう」5）となっている。
2） 三宅康成・井関崇博の定義：「ふれあいサロンとは、地域住民が交流する場であり、誰
もが安心して暮らせる地域を住民の手で作り上げることを目指す活動である……全社協が
名づけた『ふれあい・いきいきサロン』が省略されたものであり、同義語である」6）とな
っている。
　この二つの定義を分析してみると、
① 対象者が誰であるかが明確はされていないが、1）の表紙において「～寝たきり・痴呆予
防にも～」とあることから高齢者がその対象者であるのは明らかである。
② 運営の主体（担い手）に関しては、「住民である当事者とボランテイア」、「地域住民の手」
－ 143 －
となっており、当事者とは「地域の高齢者の住民」とすれば、地域の高齢者たちが自ら「運
営の主体になって行いなさい」ということで、結果的に地域高齢者たちが自発的な運営の
担い手になるという範囲の制限があると考えられると同時に、厳密にいえば、開設・運営
の全般を地域住民の自主性だけが強調されている形になっている。この発想や背景を検討
することにする。
2．「ふれあいサロン」の発想と提案背景
　「ふれあい・いきいきサロン」（以下、ふれあいサロン）は、1993・1994 年に全社協にお
いて提唱あれたことになっており、「高齢者分野における当事者や家族の当事者組織につい
ての事例調査や、仲間づくりの活動についての調査研究事業が行われ……その結果 2点があ
ったという。
① 高齢者組織の多くは、『役員がいる』『名簿が完備されている』など非常に組織的であるこ
と。参加を促進するためには“楽しさ”が重要であり、組織的・画一的なやり方では社会
参加は進まない。『組織づくりから仲間づくりへ』という転換が必要であること。
② 組織的なグループの発足の経緯を調べたところ、保健師や看護師、社協職員……専門職が
関わってつくられた活動が非常に多かった。……専門職の移動で……途端に活動がしぼん
でしまうことが多い。よって、新たな発想で当事者と地域住民が一緒に作っていくような
活動を提案していくことが必要であること」7）であったとしている。
これらの文献の内容からみると、約 20 年前の当時、全社協においての調査研究からいえる
ことは、次の 2点である。
　1点目は、既存の地域の高齢者組織の「役員」、「名簿」を活かして、社会参加を促進する
ために「楽しさ」と「仲間づくり」を加えることの発想の転換が必要であった。
　2点目は、地域の組織グループの発足時には、社協職員や民生委員、福祉事務所の関係職
員などの専門職が関わっていたが、移動などの理由で活動がしぼむことで地域住民の協力を
得る必要があった。この内容からは、現在のところの「ふれあいサロン」の趣旨とは適合し
ていないと考えている。
　当時は、地域の高齢者組織の社会参加の活性化を考えていたとしても、今のような高齢者
の引きこもりや「閉じこもり」孤独といった「社会的孤立」に対する将来的な社会問題とし
て十分認識していたとは捉えられない。
3．「ふれあいサロン」の提案経緯・過程
　この「ふれあいサロン」が提案されたその経緯・過程を先行研究から考察してみると、全
社協では、最初の 1994 年においては、『ふれあい・いきいきサロン開発マニュアル』を発行
し、市区町村社協が中心になって取り組むことを提案したとしている。その仕組みとしては、
サロンはデイサービスのように「サービスを受け入れる」として参加するのではなく、歩い
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ていけるような身近な場所で、「自発的に参加希望者があつまり」参加者と地域住民がボラ
ンテイアとして一緒に活動し、サロンをつくっていくとしていた。
1）最初の精神障害者「ふれあいサロン」
　このマニュアルは、1995 ～ 1996 年度の約 2年間、精神障害者の在宅生活支援ボランティ
ア活動についての調査研究を実施した結果として、社協が相談窓口として期待が高まって、
既存の作業所などのサービスとの接点を持っていない精神障害者が日常生活で生じる問題を
社協に多く相談していることが指摘されたことから、「気軽に集まれる場や仲間づくり」と
いう方針により「精神障害者サロン」づくり活動が提案され、先駆的に展開されるようにな
った。いわば全社協の実体としての最初の「ふれあいサロン」の提案された活動であった。
2）高齢者の「ふれあいサロン」
　その後、1997（平成 9）年に介護保険法が成立、2000（平成 12）年の「介護保険制度」
が実施されたことにより、高齢者福祉の環境が大きく変わり、高齢者の介護予防問題にたい
する社会的関心が高まる時期にあいまって、全社協では、地域の高齢者自ら介護予防に取り
組むことを進める事業として、同年 8月、『あなたも　まちも　いきいき「ふれあい・いき
いきサロン」のすすめ～寝たきり・痴呆予防にも～』というパンプレットを作成、発行した
ことになって、高齢者を対象とした「ふれあいサロン」の普及や推進を図る活動が全国的に
展開されるようになった。
　「2001（平成 13）年度に実施された「痴呆症高齢者も参加できるふれあい・いきいきサロ
ン活動アンケート」では、認知症高齢者がサロンに参加することで「笑顔がよく出る」「生
活にハリが生まれる」「行動に落ち着きが出てきた」等の効果が明らかにされている。全社
協は、『痴呆症高齢者も参加できるふれあい・いきいきサロン活動事例集』を作製し、認知
症の改善という視点からも全国にサロン活動への取り組みを呼び掛けた」8）としている。
3）全社協による高齢者の「ふれあい・いきいきサロン」のすすめと内容
　2000 年 8 月に発行された『あなたも　まちも　いきいき「ふれあい・いきいきサロン」
のすすめ～寝たきり・痴呆予防にも～』という文献の内容を概略してみる。
⑴　「ふれあいサロン」の効果性
　老後をいきいきと暮らすには、「人と会って会話し、大声で笑うこと」、「出かけて行って
仲間と楽しい時間を過ごすこと」、「定期的に外出する機会があること」が、日常の生活習慣
の中に組み込まれることが大切であり、近所のみんなの中で「寝たきり知らず、痴呆（ぼけ）
を知らず」が広まってくる、そして、仲間づくりにつながり、まちも楽しくあかるいものに
なることを前提にしていると同時に、次なような六つの効果がアピールされている。
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① 楽しさ・生きがい・社会参加：高齢者は単にお客様ではなく、主役となって自分たちでサ
ロンを作っていく気持ちで、必要とされる喜びが生きがいや社会参加意欲をたかめられる。
② 無理なく体を動かせる：近所の歩いて行けるところのサロンに出かけるだけでも家の中で
じっとしているのとはずいぶん違い、安全に楽しく無理なく体を動かせるプログラムを取
り入れると一層、効果がある。
③ 適度な精神的刺激：出かけて、人と会い、話し、笑い、歌い、ゲームをし、いろいろなプ
ログラムによる楽しい時間を過ごすことは、適度な精神的刺激となる。
④ 健康や栄養について意識する習慣がつく：会食、血圧測定や健康チェックや保健指導がき
っかけとなって、自身の健康管理や栄養について意識する習慣がつくことが、元気を保つ
ことにつながる。
⑤ 生活のメリハリ：「〇曜日、〇日はサロンの日」と楽しみにすること、サロンで人に会う
から身だしなみにも気を配るようになる。
⑥ 閉じこもらせない：近所の歩いていけるところにサロンがあれば、ちょくちょく出かけて
人にも会えて、サロンは閉じこもり防止の特効薬。
　このような効果は、自然に高齢者にとって寝たきり・認知症などという介護予防にもつな
がり、最善の処方箋となるとも考えられるが、実体的にこのような効果を発揮できるサロン
を進めるにあたって、社協の役割でもある運営環境や体制の整備、支援がどのように行かれ
ているかどうかの実態調査が今後の研究課題となる。
⑵　対象者
　高齢者なら、だれでも参加できる。具体的には、最近外出がおっくうになった、疲れるか
ら遠くには出かけられない、あまり人に会うチャンスがない……家族とはあまり会話がない、
一人で食事をするのが味気ない、……寝たきりや痴呆になりたくない等など、よくもほとん
どの高齢者が日常の生活で感じて、抱えている暮らしぶりや望みを列記されている。
⑶　運営の担い手
　近所の人たちがみんなで運営するものであり、サロンにくる高齢者と、住民であるボラン
ティアが共に、自発的に行うもので、参加する高齢者は、ある時は「利用者」、ある時は「運
営の担い手」であるとしながら、市区町村社協は、住民の自主的・自発的活動意欲をサロン
活動に具体化するためのコーディネートや支援を行うとしている。
　だが、実際にサロンの「運営担い手」を社協が自ら積極的に呼びかけ、探すことはあまり
なく、「こんなサロンにしたい」と思ったら、まず相談してみなさい、要請があればプログ
ラム企画支援するなどから、消極的になっているようにも考えられてしまう。
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4．「ふれあいサロン」活動の現状と類型
　前述したように、全社協においては、1993 年から提唱され、1994 年にはふれあいサロン
の開発マニュアルの作成、2000 年にはサロンの普及や推進を図るためにパンプレットを作
製するなど積極的に呼びかけてはいるが、近年においてその活動の状況はどうなっているの
かを把握に当たっているが、管見の限りでは、全社協が発行している文献からは次の実績状
況だけになっている。
表 1　ふれあいサロン・いきいきサロンの対象者別設置個所数の推移
分　類 1997 年 2000 年 2003 年 2005 年 2009 年
高齢者 3,139 12,669 32,314 32,552 43,714
精神障害者 43 52 111 119 153
知的障害者 ― ― 89 90 161
身体障害者 ― ― 159 214 225
子育て家庭 58 236 2,183 3,337 4,518
総合型 ― ― 2,062 2,719 3,417
その他 99 215 250 495 445
計 3,359 13,172 37,168 39,496 52,633
（出所）「社会福祉協議会活動実績（基本）調査」（全社協）、2010 年 3 月より。
おわりにかえて
　本稿の冒頭で研究目的を設定したものの、ほとんどのことを記述ことができなかった。
　今後、時間をかけて研究目的を達成するために努力する。
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